
書式第 12号 (法第28条関係)

2023年度 事 業 報 告 書

ロ
ロ トワークセキュリテ △

1 事業の成果

自主事業としてはセミナー販売代理店や理解度チェック・プレミアムサイ トの運用を継続した。

社会情勢からリモー トワークがすすんだ影響で、「理解度チェック・プレミアムサイ ト」の利用者が

増えた。また、通年事業としてセキュリティコンテス ト「SECCON」 を実施している。

活動の報告会、会員企業向けの勉強会、一般参加型のセミナー・シンポジウムについてはオンライ

ンまたはハイブリッドで開催している。ホームページや SNSを利用した情報提供活動も引き続き行

った。

教育事業では、セキュリティゲーム類の販売の他、岡山理科大学の遠隔授業としての講師対応、J

JNSAイ ンターンシップとして、会員企業が開催するインターンシップの情報提供を行った。

調査事業では通年実施している「セキュリティ市場調査報告書」の公開の他、「インシデント損害

額調査レポー ト第 2版」、「「サイバー攻撃被害組織アンケー ト調査 (速報版)」 の公開を行った。

普及啓発事業では、「CISO―PRACTSIEワ ークショップ用マテリアル」の公開を行 うとともに、外部

で開催されているイベントやセミナーにてワークショップを実施している。

また、設定基準の策定事業では、ISO/TC154国 内審議団体の運営、電子署名に関する情報の提供コ

ンテンツの作成などを行った。

社会一般への情報の還元活動としては、ホームページを通して読み物コンテンツの提供や、メー

ルマガジンの発行を継続している。

委託事業として、独立行政法人情報処理推進機構より「「サイバーセキュリティお助け隊サービ

ス」基準適合性に関する調査業務」事業を請け負い、WEB上でサービス審査受付を行った。

他、ASEAN地域のサイバーセキュリティ調査の協力などを行った。

事 業 報 告 用



2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【115,317】 千円)

定款に記載

された

事業名

事業内容 日時 場所

従事

者

人数

受益

対象者

範囲

受益

対象者

人数

事業費

(千

円)

ネットワークセ

キュリティの重

要性の普及・啓

発事業

セミナー販売 通年
主たる事

務所
1名 協会会員

会員企業

所属社員
50,123

みんなのサイバーセキ

ュリティコミック協賛
通年

主たる事

務所
1名 協会会員、一般 制限なし 4,823

理解度チェックプレミ

アムサイ ト販売
通年

主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業、一般
制限な し 5,593

SECCON開 催 通年
主たる事務

所
2名
協会会員、その

他企業、一般
制限なし 26,379

サイバーセキュリティ

お助け隊審査登録 (IPA

委託事業)

通年
主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業
制限な し 10,085

ASE川 地域の産官学連携

基盤調査事業
1月
主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業

会員企業

所属社員
386

日ASEAN展示会協力費 1月
主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業

会員企業

所属社員
258

CISOハンドブック販売

費用
通年

主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業

会員企業

所属社員
40

セミナー・シンポジウ
ム等開催

通年
主たる事

務所
3名
協会会員、その

他企業、一般
制限な し 6,718

会報発行 (年 1回 ) 3月
主たる事

務所
1名
協会会員、その

他企業、一般
制限なし 788

JNSA表彰 3月
主たる事

務所
2名 協会会員、一般

会員企業

所属社員
389

部会活動その他 通年
主たる事

務所
3名 協会会員

会員企業

所属社員
3,669

租税公課 通年
主たる事

務所
1名 協会会員

会員企業

所属社員
1,046

減価償却 通年
主たる事

務所
1名 協会会員

会員企業

所属社員
834

ネットワークセ

キュリティに関

する教育事業

カー ドゲーム販売 通年
主たる事

務所
1名 協会会員、一般 制限なし 873



部会活動その他 通年
主たる事

務所
2名 協会会員、一般 制限なし 1,326

ネットワークセ

キェリティに関

する調査事業

部会活動その他 通年
主たる事

務所
2名 協会会員、一般 制限な し 996

ネットワークセ

キュリティに関

する設定基準の

策定事業

部会活動その他 通年
主たる事

務所
2名 協会会員、一般 制限な し 991



2023年度 活動計算書

正会見 52■ .7プスクライバ22名

自2023年 4月 1日
=2024年

3月 31曰

特定非営利活動法人 曰木ネットワークセキュリティ協会

(単位 i日 ,

科   目 全頷

I `常収至
l.支ユ会費

正会員受取会費

すブスクう/バ■受取会費

2.in寺,金

受取寄付金

3_事業収益

ネ,■―
'■
,,ティ|こ関する普及・啓発事業

え,'一
'●・
1テⅢこ関する教育事業

ス′ヽ7-'セキ,ι ティ、こ関する研究開発事業

7■■―'■ ,1■
`に

関する調査事業

ス,p―
'セ
■ 1■

`に
関する設定基準の策定事業

和ヽ
'―
'tヤ
,'ティ|こ関する他団体及び国際協力事業

1そ の他収益

雑収入

受取 ,自 .

=常
収益計

Ⅱ 樫常費用
l.事業費

(1)人 ι書

●員崚酬

給与二当

出市給与

外注人件費

福利厚生費

人件姜計

r2｀ その世

`費売上原価

外注費

会場運営贄

=告
宣伝■

謝金

印刷製本費

会議費

旅費交通費

通信費

事務用品費

接待交際費

荷造重賃

肖ヽ耗品費

水道光熱費

迪代家賃

賃借料

減価償却費

議会費

ユ税公課

リース料

セミナー受講料

支払手数料

安全

推費

その他経費計

事業費計

59.260.000

481.000 59. 744.000

1,611,757

98.121,696

24.9~9

115.017.023

162.S02.402

4.611.757

97.954.119

863.916

661

103.000

22.832

2.097

155.155

2.810.テ 60

9.090.テ 31

113.545

12.500.191

100.154

16,790.273

14.199 186

1 010.000

5.907.590

1.165.160

2.050.110

1.795.873

1.131.108

1.09q.597

114.045

209 950

611.199

87.136

1,973.028

2'1,673

331.120

255,504

1,065.300

125.lSO

48.352.700

025.313

2SO,000

2S. 103

102.S16.832



科   目 全頷

2_管理費

(1)人件費

役員報酬

給与手当

出向給与

外注人●費

法定福利費

通勤費

福千i」厚生賣

人件■計

(2)そ の他経費

印刷製本費

会議費

会場運営費

旅費交通費

外注費

通信費

,肖耗品費

事務用品費

荷造運賃

水道光熱費

地代家賃

賃借科

謝全

接待交除贅

減価償却費

議会費

リース料

■,公課

支払二数料

雑費

その他窪費計

管理費計

樫常彙月計

当朗窪常増減額

Ⅲ経令外収益

経常外収益計

R怪常■費用

隆常外費用計

糧引前当期正味財産増減額

法人税.住民税及び事業税

当期正栄財産増減頷

前期繰越正味財産額

次期繰越工味財産額

2.548.000

4.140.240

ll.673.067

424,784

63.441

71,200

41.220.286

156.537,309

19.228 735

350.673

91.937

1,026.004

828.826

5.314,952

264.'05

126.575

1.920.541

63.532

198.55S

4.603.740

573.5il

77.548

62,216

3,253.379

110,000

0

55.600

3.054.254

10,000

21.991,551

6.265. 123

6.265.123

70,313

6.194.810

168.403.510

174.598,320



2023年度貸借対照表
特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会
全事業所

[税込](単位 1円 )

令和6年 3月 31日 現在

科 目

I資産の部

1 流動資産
現金預金
商品
前払全
前払費用
未収入金
仮払金
流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産
一括償却資産

什器備品
建物付属設備

(2)無形固定資産
ソフトウェア

(3)投資その他の資産
敷金
長期前払費用

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

■負優冒啓「 流留奉
・
未螢本

贅2E套殺言葉熱1'す―嬌債 合 計
2_固定負債
固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ш正味財産の部
前期繰越正味財産額
当期正味財産増減額

正味財産合計

負債及び正味財産合計

525
792

500
064

000

549,912
473,196
2,401,754

11,463,440

3,036,150
570,900

174 626 881

18 495 352

18.523,913

193 122 233

18 523 913

12,473,270
4,824,000
582,743
70,000
573 900

168,403,510
6,194,810

174,598,320

193,122,233



計算書類の注記

特定非営利活動法人 日本ネ外ワータセキュリティ協会 令和0年 3月 31日 ヨ在

2023年度 計算書類の注記

特定非営利活動法人日本ネットワークセキュリティ協会

1.重 要な会計方針
計算書類の作成は、PO法人会計基準 (2010年7月 20日 2017年 12月 12日 最終改正 貯0法人会
計基準協議会)によっております。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
棚卸資産の評価基準は最終仕入原価法によつております。

(2)固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 (リ ース資産を除く)

法人税法の規定による定率法によつております。

ただし、平成10年4月 1日 以降に取得した建物 (建物付属設備を除く)並びに平成28年4月 1日 以
降に取得した建物付属設備及び構築物については、定額法によつております。
また、取得した減価償却資産のうち取得価額が10万円以上20万円未満の資産については法人税法施行令に
よる3年間均等償却の方法によっています。

②無形固定資産 (リ ース資産を除く)

法人税法の規定による定額法によつております。

自社利用分のソフトウェアについては、社内における利用可能期間 (5年)に基づく定額法によって
おります。
また、取得したソフトウェアのうち取得価額が10万円以上20万円未満の資産については法人税法施行令に
よる3年間均等償却の方法によっています。

③リース資産

法人税法の規定によるリース期間定額法によつております。

(3)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつております。



2.事 業費の内訳

科 日
普及啓発
事業

教育事業 調査事業
設定基準の

策定事業
合計

(1)人件費

出向給与 2,731,500 109,260 2.840.760

外注人件費 8,639,807 450,924 9,090,731

給与手当 364,124 91.031 455,155

福利厚生費 113.545 113.545

人件費計 11,848,976 651,215 12,500,191

(2)その他経費

売上原価 100,454 100.454

外注費 16,779,273 11,000 16.790,273

会場運営費 12,587,369 687,240 462,990 461,587 14,199,186

広告宣伝費 1.010.000 1,010.000

謝金 5,607,302 133.644 100,233 66.411 5,907,590

印刷製本費 929,783 235,3,7 l,165,160

会議費 1,788,535 72,821 50,000 139,054 2.050.410

旅費交通費 4,370.861 365,400 712 58,900 4,795,873

通信費 1,085,795 45,313 1.131.108

事務用品費 981,178 118.419 1.099.597

接待交際費 134.562 9.483 144,045

荷造運賃 197.864 12.586 209,950

消耗品費 603.766 4,378 3.355 611,499

水道光熱費 82.850 4,286 87,136

■1代家賃 1,874.376 98.652 1.973.028

賃借料 262.298 12,375 271,673

減価償却費 834.420 834,420

諸会費 255,534 255,534

租税公課 1,065,300 1,065,300

リース料 125,180 125,180

セミ+―受話料 48、 352,700 48,352,700

支払手数料 298,033 12,470 4.840 9.970 325,313

賃金 280.000 280.000

雑費 28,400 28,403

その他経費計 99,279,345 1,5´19,619 996,409 991,459 102,816,832

合計 111,128,32: 2,200,831 996.409 991,459 115,317,023

3.固定資産の増減内訳 税込 :単位円

科 目 期首取得価格 取得 減少 期末取得価格 減価償却累計額 期末帳簿価格

(有形固定資産 )

―括償却資産

什器備品

建物附属設備

(無形固定資産 )

ンフトウエア

(その他の資産)

長期前払費用

合計

2,199,232

1,338,767

2,653,625

9,952,060

856,350

129,140

0

0

10.324,000

0

0

0

0

2,328,372

1.338.767

2,653,625

20,776.060

856,350

△ 1,778,460

△ 865,571

△ 251,871

∠ゝ 9,312,620

△ 285,450

549,912

473.196

2,401,754

11,463.440

570,900

17,000,034 10.953.140 27.953.174 △ 12.493.972 15,459.202



財産目録

特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会
全事業所

[税込](単位 :円 )

令和6年 3月 31日 現在
I 資産の部

科 目 金額

流動資産

現金預金

現金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

普通預金

定期預金

定期預金

現金手元有高

みずほ銀行深川支店 

みず|=銀行深川支店 

みずほ銀行東陽町支店 

みずほ銀行東陽町支店 
三菱UFJ銀行木場深川支店 
三井住友銀行 日比谷支店 
三菱師J銀行木場深川支店 
三井住友銀行 日比谷支店 1

商

カー ドゲーム

前払金

前払会場運営費 SECCON2024

前払費用

ひのき屋ビル4月 家賃

未収入金

協賛金

正会員受取会費

CISOハ ン ドブック印税

仮払金

さくらインターネット調整分

流動資産合計

2.固定資産

(1)有形固定資産
―括償却資産

什器備品

建物付属設備

(2)無形固定資産

ソフトウェア

(3)投資その他の資産

敷金 (ひのき屋ビル 4階敷金)
長期前払費用 (ひのき屋ビル 4階敷金償却相当額)

固定資産合計

95,877

39.035.604

1,673,705

989,007

70,836,454

3,830,472

20,030,820

20,012,093

10,041,493

174,626,881

166,545,525

539,792

3,633,500

548,064

3,300,000

60,000

0

3,360,000

0

549,912

473,196

2,401,754

11,463,440

3,036,150

570,900

18,495,352

18,495,352

資産合計 193,122,233



■ 負債の部 (単位 :円 )

科 目 金額

1.流動負債

未払金

人件費 (出向、派遣社員 )

その他費用

前受金

年会費前受

協賛金前受

預 り金

源泉税

社会保険料等

雇用保険料等

未払法人税等

法人税・住民税及び事業税 (利息の源泉税を含む)

未払消費税等

当期確定消費税及び地方消費税

流動負債合計

2.固定負債

負債合計

2,340,′150

10,132,820

18,523,913

18,523,913

12,,173,270

4,824,000

0

4,824,000

582,71 3

0

0

582,743

70,000

70,000

573,900

573,900

正味財産 174,598,320

負債・正味財産合計 193.122,233



書式第 18号 (法第 28条関係)

令和5年度年間役員名簿不謙辱芳齢撃菫鰻磁I;ξ転獣ぁ
｀
書藉繁躇駆
住所又は目所並びにこれら

令和5年4月 1日 から令和6年3月 31日 まで 特 定非営禾l」活動法人 日本ネ ッ トワークセキュリティ協会

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

日以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
図各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第21条関係)

2 役員一覧

事 業 報 告 用

役名

どちらかに

○

(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記

入)

1 理事・匡∃
(ノ ムラフミオ)

野村 文雄

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

2 巨憂]・ 監事
(タナカヒデヒコ)

田中 英彦

令和 5年 4月 1日

令和 5年 6月 7日
無 し

3 睡ヨ・監事
(イ ノウエノリユ

キ)

井上 統之

令和 5年 4月 1日

令和 5年 6月 7日
無 し

4 睡ヨ・監事
(アマノタカシ)

天野 隆

令和 5年 4月 1日

令和 5年 6月 7日
無 し

5 巨憂]・ 監事
(イ トウアラタ)

伊藤 新

令和 5年 4月 1日

令和 5年 6月 7日
無 し

6 匡ヨ・監事
(t>)t lYu

,.,)

+fr E*.

令和 5年 4月 1日

令和 5年 6月 7日
無 し

7 匿璧]・ 監事
(エサキヒロシ)

江崎 浩

令和 5年 7月 18日

令和 6年 3月 31日
無 し

8 巨園・監事
(タナカ アキラ)

田中 暁

令和 5年 6月 7日

令和 6年 3月 31日
無 し

9 巨園・監事
(カモダヒロアキ)

鳴 田 浩 明

令和 5年 6月 7日

令和 6年 3月 31日
無 し

10 睡ヨ・監事
(ヒ ラタシンイチ)

平田 真一

令和 5年 6月 7日

令和 6年 3月 31日
無 し



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

令和5年 4月 1日 から令和6年 3月 31日 まで 特定非営利活動法人 日本ネットワークセキュリティ協会

役名

どちらかに

O

(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記

入 )

11 巨∃・監事
(カナザワケンゴ)

金澤 謙悟

令和 5年 6月 7日

令和 6年 3月 31日
無 し

12 匿憂]・ 監事 (シモダシュウイチ)

下田 秀一

令和 5年 6月 7日

令和 6年 3月 31日
無 し

13 睡垂]・ 監事
(タ カハシマサカズ)

高橋 正和

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

14 睡璧弾監事
(ナカオコウジ)

中尾 康二
令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

15 巨∃・監事
(アオシマノブヒト)

青嶋 信仁

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

16 巨憂]・ 監事
(ア ライカズ ト)

新井 一人

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

17 睡璧卜監事
(カ ワウチキヨト)

河内 清人

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

18 睡∃・監事
(カ ワノショウジ)

河野 省二

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

19 匿憂彊監事
(ゴ トウシノブ)

後藤 忍
令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

20 巨憂]・ 監事
(コヤシンゴ)

小屋  晋吾

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

21 睡憂卜監事
(サイキアキラ)

齋木 啓

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

22 睡憂卜監事
(ニ シモトイツロウ)

西本 逸郎

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

23 睡憂卜監事
(マルヤマシロウ)

丸山 司郎

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し



書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和5年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は日所並びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

令和5年 4月 1日 から令和6年 3月 31日 まで  特 ワークセキュ 1

ア
△

役名

どちらかに
(フ リガナ)

氏名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間

(該当者のみに記

入 )

24 巨垂卜監事
(ミ ヨシタカミチ)

三膳 孝通

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

25 睡憂卜監事
(ヤ ツヅカヒロフミ)

人東 啓文

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

生 し

26 睡璧卜監事
(ヤマグチマサヒロ)

山口 政博

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

27
(ヨ ギダイスケ)

興儀 大輔

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

28 匡ヨ・監事
(ウ メノヒロシ)

梅野 寛

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日
無 し

巨∃・監事



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

令和 6年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人_日本ネz■ z=ク セキ三型ティ協全

氏   名

1

ユニアデックス株式会社

代表取締役社長 田中 建

2
株式会社ラック

代表取締役社長 西本 逸郎

3
学校法人岩崎学園

理事長 岩崎 文裕

4
株式会社NTTデータ

代表取締役社長 佐々木 裕

5
株式会社インターネットイニシアティブ

社長執行役員 勝 栄二郎

6
サイバー・ソリューション株式会社

代表取締役社長 稲垣 哲也

7
日本マイクロソフト株式会社

代表取締役 社長 津坂 美樹

8
ニュー トラル株式会社

代表取締役社長 小屋 晋吾

9
株式会社フーバーブレイン

代表取締役社長 輿水 英行

10
セコム トラス トシステムズ株式会社

代表取締役社長 西村 達之




